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説明内容

１．一般社団法人関西ＥＳＣＯ協会の紹介

２．ＥＳＣＯ事業の概要

３．大阪府よりの省エネ診断他に関する受託事業について
・受託事業のスキーム
・受託事業での省エネ診断他の主な流れ
・省エネ化検討項目
・診断結果
・調査・診断事例
・省エネ格付評価

４．大阪府のＥＳＣＯ事業実績例

５．設備更新型ＥＳＣＯ事業



平成16年8月31日 任意団体「大阪ESCO協会」として設立
 平成19年3月30日 法人格を取得「社団法人大阪ESCO協会」設立

 平成25年4月
 

1日 公益法人制度改革に伴い、一般社団法人関西
ESCO協会へ移行

• 産官学の連携、建築物のＥＳＣＯ事業・環境保全・省エネル
 ギーに関連する技術や研究に係る交流の促進

• 省エネルギーの普及拡大に有効な制度の構築・運営や効果的
 な資金調達手段の確保に係る支援

• 関西圏における省エネルギーの普及促進

• 省エネルギー化を通じて地球環境保全や低炭素社会の実現に
 寄与

一般社団法人関西ＥＳＣＯ協会の紹介

【設立目的】

【沿革】



ＥＳＣＯ：Energy Service Company
ビルや工場の省エネルギー化に必要な「技術」「設備」
「人材」「資金」を包括的に提供するサービス

ＥＳＣＯ事業者は
 省エネ効果を保証し、包括的なサービスを提供

 顧客の省エネルギーメリットの一部を経費として受け取る

ＥＳＣＯ事業とは

ＥＳＣＯ実施前 ＥＳＣＯ実施中

ＥＳＣＯ終了後は
ビルオーナーの利益



一般的には以下のような流れになります。ＥＳＣＯ事業者に
 よる「省エネルギー診断」を受けることが、ＥＳＣＯ事業検
 討の第１歩です。

ＥＳＣＯ事業導入のフロー

中止
（事業の可能性なし）

事業継続
中止可能

・経費の精算
・提案内容の転用禁止

・経費の精算



特長

 ◎所有権が全てビルオーナーに一元化

 ○ビルオーナーがＥＳＣＯ事業者より
資金調達力があれば有利

 ○ビルの運営形態の変動にも対処が容易

ギャランティード・セイビングス
 契約（自己資金型）

シェアード・セイビングス
 契約（民間資金活用型）

特長

 ◎初期投資不要、後年度負担増無し
ＥＳＣＯ事業者が負担
契約期間中所有権はＥＳＣＯ事業者

 Δ中長期的なビルの運営が前提条件

代表的なＥＳＣＯ事業契約方式
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（受託事業者）

関西ＥＳＣＯ協会

（受託事業者）

関西ＥＳＣＯ協会

業
務
委
託
契
約

就業希望者就業希望者

緊急雇用創出基金事業（起業支援型地域雇用創造事業）

診断員を直接雇用 就職支援

募集

応募

事業終了後の

就職目標５０％

【

 

受託業務の主な内容 】【

 

受託業務の主な内容 】

①建築物省エネ診断実施事業

②ESCOアドバイザー派遣事業

③省エネビル格付実施事業

④大阪府ＥＳＣＯアクション
プラン改訂（案）作成業務

OJT（自社業務に従事）OJT（自社業務に従事） OFF-JT（任意）OFF-JT（任意）

建築物省エネ診断・ＥＳＣＯアドバイザリー・省エネ格付推進事業

 
スキーム図

⇒ビルの省エネ可能性を現地無料診断

⇒ＥＳＣＯ事業推進の実務作業等支援

⇒ビルの省エネ性能を見える化
（無料で格付）

など

雇用創出

受託期間

 

２０１３年１２月～２０１５年２月

当協会が大阪府より受託した事業



受託事業での省エネ診断の主な流れ

省エネ診断ご要請

ヒヤリング・進め方打合せ

図面調査・診断調査日調整

図面調査
（1日）

診断調査（ウォークスルー）
（1日）

省エネ診断・格付報告

ＥＳＣＯ事業
検討？

ＥＳＣＯ事業化実務作業支援

ＥＳＣＯ事業収支試算

診断スタッフが

 実施

終了

ＥＳＣＯ事業の成立について試算

ＥＳＣＯ事業実施に必要な業務支援や

 相談業務

ＥＳＣＯ事業化

ＮＯ

約１ヶ月



省エネ化検討項目一覧

空 調 ●冷却水ポンプにインバータ制御

●冷温水ポンプにインバータ制御

●熱源機器の更新

●冷却塔のオーバーホール

●圧縮機制御装置の設置

●空調機にインバータ制御

●空調機のＣＯ２

 

制御

●空調機のウォーミングアップ運転

●省エネベルト

・個別ＶＡＶ制御

・電気室の冷専を間欠

・全熱交換機

・蒸気管再保温

電 気 ●高効率型照明(ＬＥＤ)

●誘導灯をＬＥＤに取替

・ＢＥＭＳの導入

・省エネナビ取付

・白熱電球を電球型蛍光灯に取替

・照明をセンサー制御

・変圧器の無負荷損失の削減

給排水 ●擬音装置、節水コマ

・給湯ボイラー出口温度調整

・小水量大便器(和→洋)

その他 ・日照調整フィルム

昇降機 ・エレベータインバータ制御

・エスカレーターに人感センサー

●

 

基本的に検討する項目

・

 

物件により検討に加える項目



調査・診断建物件数

建 種 件数 

府有施設 

事務施設 10 

24 時間施設（事務） 20 

学校、学校（職技専） 27 

大学、研究所 6 

その他 11 

市町村施設 事務施設、病院、その他 7 

民間施設 事務所、複合施設 3 

計 84 

 

次ページに調査・診断報告書の構成を示す。



設備診断カルテ 投資効果の試算



調査診断結果

24時間事務施設

府有施設の延床面積と省エネ見込率の分布



調査建物
 

大阪府立中河内救命救急センター
 

-1

建 物 概 要

設 備 概 要

3,448.92㎡

平成9年（1997年）

RC

 

/

 

B1、F3、PH1

延べ床面積：

竣 工 年 度 ：

構造・階数：

空冷ヒートポンプチラー

 

2台

(冷)134USRT

(暖)

 

474kW

ガス吸収式冷温水機

 

2台

(冷)

 

140

 

USRT

(暖)

 

494kW

(平成25年合計)

 

6３,2２６,６88

 

円/年

主熱源機器：

光 熱 水 費 ：

【調査診断事例】



導入項目 種別 削減量
削減熱量

(GJ/年)
CO2削減量
(tCO2

 

/年)
削減効果

 

(千円/年)
工事費

 

(千円/年)
回収年

 

(年)

1 ＣＯ２

 

センサーでＣＯ２

 

濃度を

 

管理し、外気導入を制御

電気(kWh) 21,332 208 10.1 316
4,600 2.0

ガス(Nm3) 20,048 902 45.9 1,940

2 各水栓に節水コマを取付け、
水道使用量を削減

水(m3) 284 － 0.18 163 208 1.3

3 女子トイレに擬音装置を取付

 

け、水道使用量を削減
水(m3) 866 － 0.56 496 835 1.7

4 高効率照明器具(LED)に取替

 

え、電気消費量を削減
電気(kWh) 53,033 517 25.2 785 2,515 3.2

5
従来型誘導灯を高効率なLED
誘導灯に取替え、電気消費量

 

を削減
電気(kWh) 3,758 36.7 1.8 56 677 12.2

6 冷温水ポンプのインバーター

 

化
電気(kWh) 185,827 1,814 88.3 2,750 5,447 2.0

8 省エネベルトに更新 電気(kWh) 1,219 11.8 0.6 18 85 4.7

9 ガス吸収式冷温水機の更新 ガス(Nm3) 42,736 1,923 97.3 4,136 47,449 11.5

導入採用候補項目の回収年 5.8

改修メニューと省エネ率CO2

 

削減率予測

省エネ可能率

CO2削減率

20.0
 

%

19.8
 

%

省エネ可能率・CO2

 

削減率予測

【調査診断事例】

調査建物
 

大阪府立中河内救命救急センター
 

-2



調査建物
 
南河内府民センタービル

 
-1

建 物 概 要

設 備 概 要

7,695㎡

昭和47年（1972年）

RC

 

/

 

B1、F4、ＰＨ１

延べ床面積：

竣 工 年 度 ：

構造・階数：

ガス吸収式冷温水機

 

8台

(冷)

 

320

 

USRT

(暖)

 

984kW

(平成２５年合計)

 

1８,015,848

 

円/年

主熱源機器：

光 熱 水 費 ：

【調査診断事例】－
 

再ＥＳＣＯ



導入項目 種別 削減量
削減熱量

(GJ/年)
CO2削減量
(tCO2

 

/年)
削減効果

 

(千円/年)
工事費

 

(千円/年)
回収年

 

(年)

1 女子トイレに擬音装置を取付け、

 

水道使用量を削減
水(m3) 875 － 0.6 353 294 0.8

2 高効率照明器具(LED)に取替

 

え、電気消費量を削減
電気(kWh) 54,259 541.0 25.8 1,040 7,513 7.2

導入採用候補項目の回収年 5.6

調査建物
 
南河内府民センタービル

 
-2

改修メニューと省エネ率CO2

 

削減率予測

省エネ可能率

CO2削減率

10.7
 

%

7.8
 

%

省エネ可能率・CO2

 

削減率予測

【調査診断事例】－
 

再ＥＳＣＯ



調査建物
 
三島府民センタービル

 
-1

建 物 概 要

設 備 概 要

7,271㎡

昭和47年（1972年）

RC

 

/

 

B1、F4、PH1

延べ床面積：

竣 工 年 度 ：

構造・階数：

ガス吸収式冷温水機

 

1台

(冷)

 

285

 

USRT

(暖)

 

813kW

(平成25年合計)

 

14,430,944

 

円/年

主熱源機器：

光 熱 水 費 ：

【調査診断事例】－
 

再ＥＳＣＯ



調査建物
 
三島府民センタービル

 
-2

改修メニューと省エネ率CO2

 

削減率予測

省エネ可能率

CO2削減率

3.5
 

%

3.5
 

%

省エネ可能率・CO2

 

削減率予測

【調査診断事例】－
 

再ＥＳＣＯ

導入項目 種別 削減量
削減熱量

(GJ/年)
CO2削減量
(tCO2

 

/年)
削減効果

 

(千円/年)
工事費

 

(千円/年)
回収年

 

(年)

1 女子トイレに擬音装置を取付け、

 

水道使用量を削減
水(m3) 540 － 0.4 260 235 0.9

2 高効率照明器具(LED)に取替

 

え、電気消費量を削減
電気(kWh) 21,291 212.3 10.1 417 5,837 14.0

導入採用候補項目の回収年 9.0



省エネ格付の概要(1)

＜従来＞

 
設計性能の評価

例：PAL，CEC

＜新たに＞

 
設計性能＋運用性能

の２軸

 
による評価

既 存 建 築 物 の 省 エ ネ 設 計 の

導 入 状 況 を ポ イ ン ト 化 し た

「

 
省 エ ネ ポ イ ン ト 」 で 評 価

既存建築物の実績データによるエネルギー消費原単位と

データベースによる平均エネルギー消費原単位との比率

に よ る 「 運 用 省 エ ネ 性 能 比 」 で 評 価

システム作成：（公社）空気調和・衛生工学会近畿支部



・各省エネ性能で、

Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅの

ランクの評価を行い、

各軸での改善効果を見える化

・総合評価としては、

10ランクを設定し、

改善効果を見える化

・Ｓランクは、

プラチナ、ゴールド、

シルバー、ブロンズ、

というプレミアムランク

を設定
％

Ｂ+ Ａ 　Ｓ

-30 -20 -10 0 +10 +20

Ｅ Ｄ Ｃ Ｂ-

+30 +40 +50
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運用省エネ性能評価

< 標準 >

省エネ格付の概要(2)

大阪府において平成２７年６月より
「大阪府ビル省エネ度判定制度」の
判定システムとして運用されている。



事務施設

24時間事務施設

学校

大学・研究施設

その他

先行調査物件
 

格付評価結果



先行格付け格付評価によるＥＳＣＯ事業の効果予想



○平成13年に⺠間資⾦活⽤型ESCO事業を全国に先駆け導⼊!!
これまでの導⼊施設は70施設（28事業）｡

○平成27年度末時点の導⼊効果
★光熱⽔費削減額(累計)：約65億円

 
★平均省ｴﾈ率：約26

 ％
★CO2排出削減量(累計)：約15.7万㌧

⼤阪府の⼤阪府のESCOESCO導⼊実績･効果導⼊実績･効果

推進⽬標（平成26年度⽐）
★計画期間：平成27年度〜平成36年度（10年間）
★導⼊対象施設：82施設

 
★平均省ｴﾈ率：15%

★CO2排出削減量：年間8,700㌧
★光熱⽔費削減額：今後10年で更に60億円の上乗せを⾒込む

新･⼤阪府新･⼤阪府ESCOESCOアクションプラン（平成アクションプラン（平成2727年年22⽉⽉
 ））

大阪府のＥＳＣＯ導入実績とＥＳＣＯアクションプラン

大阪府資料より



○省エネ化による光熱⽔費の削減額に機器の更新費を別途加算し、
その範囲内で⼯事費を償還するしくみ
〜純粋ESCOﾓﾃﾞﾙが成⽴しない場合に若⼲の持ち出しで事業化
○国交省「官庁施設におけるESCO事業導⼊･実施ﾏﾆｭｱﾙ」

 
で定義

○熱源機器の更新必要時、
純粋ESCOﾓﾃﾞﾙ不成⽴なら、
(ESCO回収率100％未満）
若⼲の持ち出し分を加えて
ESCO提案を公募することで、
トップランナー機器を導⼊した
省エネ改修が出来、併せて
補助⾦も獲得可(回収率は７割程度が多い)

実質的な
⼯事費

提案による
⼯事費
相当額

通常発注⽅式 補助⾦導⼊

補助⾦

設備更新型

 
ESCO事業に
よる効果額

光熱⽔費
削減額
【15年分】

ESCO実施後

⺠間仕様
による
⼯事費

提案時

官庁⾒積の
⼯事費

※シェアード・セイビングス契約も可

設備更新型ＥＳＣＯ事業
新たな公募手法として大阪府が推進 大阪府資料より
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